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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　繊維複合材料からの成形体の製造法であって、その際、ストリップ状の、強化繊維およ
び熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂を有する出発材料を連続的に前方に押し出すかまたは
前方に引き抜き、その際、流入する出発材料を、進行の過程で交流磁場のカップリングに
よって加熱し、その際、加熱した出発材料を、継続的に成形体に形作り、かつ、その際、
成形体中の樹脂を硬化する製造法において、出発材料（１）の樹脂を、交流磁場にカップ
リングされる超常磁性粒子と混合することを特徴とする、繊維複合材料からの成形体の製
造法。
【請求項２】
　前記超常磁性粒子を、出発材料（１）の樹脂に０．１～５０質量％の割合で添加するこ
とを特徴とする、請求項１記載の製造法。
【請求項３】
　前記超常磁性粒子が、２～１００ｎｍの直径を有する磁性金属酸化物磁区からの一次粒
子を有することを特徴とする、請求項１または２記載の製造法。
【請求項４】
　前記超常磁性粒子中の一次粒子が、非磁性金属酸化物マトリックスまたは非磁性半金属
酸化物マトリックス中に埋め込まれていることを特徴とする、請求項３記載の製造法。
【請求項５】
　前記強化繊維が、出発材料（１）の進行方向（１０）で一方向に延びることを特徴とす
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る、請求項１から４までのいずれか１項記載の製造法。
【請求項６】
　前記交流磁場を、１０ｋＨｚ～６０ＭＨｚの周波数でカップリングすることを特徴とす
る、請求項１から５までのいずれか１項記載の製造法。
【請求項７】
　成形体に形作られた前記出発材料（１）を冷却することを特徴とする、請求項１から６
までのいずれか１項記載の製造法。
【請求項８】
　前記出発材料（１）を引抜成形プロセスにおいて成形体に形作ることを特徴とする、請
求項１から７までのいずれか１項記載の製造法。
【請求項９】
　前記交流磁場を成形用金型（１５）の上流で出発材料（１）中にカップリングすること
を特徴とする、請求項８記載の製造法。
【請求項１０】
　前記出発材料（１）を、テープ敷設プロセスにおいて、既に存在する成形体の部分に形
作ることを特徴とする、請求項１から７までのいずれか１項記載の製造法。
【請求項１１】
　前記交流磁場を、ガイドローラ（３）と、出発材料（１）のための冷却された加圧ツー
ルとの間の領域内で出発材料（１）中にカップリングすることを特徴とする、請求項１０
記載の製造法。
【請求項１２】
　前記出発材料（１）を、テープ巻き取りプロセスにおいて、既に存在する成形体の部分
上で巻き取ることを特徴とする、請求項１から７までのいずれか１項記載の製造法。
【請求項１３】
　前記交流磁場を、ロービングガイド（１４）と、出発材料（１）のための冷却された加
圧ツールとの間の領域内で出発材料（１）中にカップリングすることを特徴とする、請求
項１２記載の製造法。
【請求項１４】
　前記熱可塑性樹脂が高温熱可塑性物質であることを特徴とする、請求項１から１３まで
のいずれか１項記載の製造法。
【請求項１５】
　前記高温熱可塑性物質が、ポリエーテルケトンおよびポリフェニレンスルフィドを包含
する高温熱可塑性物質の群から選択されていることを特徴とする、請求項１４記載の製造
法。
【請求項１６】
　強化繊維および、磁性粒子と混合されている熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂を有する
、請求項１から１５までのいずれか１項記載の製造法に際して出発材料として使用するた
めの半製品または中間生成物として得られる半製品において、前記半製品が、主たる伸長
方向において延長するストリップであり、かつ前記磁性粒子が超常磁性粒子であることを
特徴とする半製品。
【請求項１７】
　前記超常磁性粒子が、樹脂に０．１～５０質量％の割合で添加されていることを特徴と
する、請求項１６記載の半製品。
【請求項１８】
　前記超常磁性粒子が、２～１００ｎｍの直径を有する磁性金属酸化物磁区からの一次粒
子を有することを特徴とする、請求項１６または１７記載の半製品。
【請求項１９】
　前記超常磁性粒子中の一次粒子が、非磁性金属酸化物マトリックスまたは非磁性半金属
酸化物マトリックス中に埋め込まれていることを特徴とする、請求項１８記載の半製品。
【請求項２０】
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　前記強化繊維が、延長する出発材料の主たる伸長方向で一方向に延びることを特徴とす
る、請求項１６から１９までのいずれか１項記載の半製品。
【請求項２１】
　前記熱可塑性樹脂が高温熱可塑性物質であることを特徴とする、請求項１６から２０ま
でのいずれか１項記載の半製品。
【請求項２２】
　高温熱可塑性物質が、ポリエーテルケトンおよびポリフェニレンスルフィドを包含する
高温熱可塑性物質の群から選択されていることを特徴とする、請求項２１記載の半製品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ストリップ状の、強化繊維および熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂を有する
出発材料を連続的に前方に押し出すかまたは前方に引き抜く、特許請求項１の上位概念の
工程を有する、繊維複合材料からの成形体の製造法、ならびに特許請求項１６の上位概念
の特徴を有する、出発材料として使用するための半製品またはそのような製造法にて中間
生成物として得られる半製品に関する。
【０００２】
　本発明による製造法および本発明による半製品は、繊維複合材料からの完成した成形体
のマトリックスを形成する熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂から出発してよい。すなわち
、該樹脂は成形体中で、化学的に、殊に架橋によって、および／または温度低下に基づく
固化によって硬化し得る。ここで"熱可塑性樹脂"との用語は、"熱可塑性物質"および"熱
可塑性プラスチック"との用語と同じ意味で用いられる。
【０００３】
　従来技術
　ストリップ状の強化繊維を有する出発材料を連続的に前方に押し出すかまたは引き抜く
、繊維複合材料からの成形体のための製造法は、引抜成形または押出との名称でも公知で
ある。この従来技術の場合、概して、乾燥強化繊維からの出発材料が準備され、該強化繊
維は、樹脂に含浸するために樹脂槽に導かれる。このようにして準備された出発材料は、
次いで成形用金型(Formwerkzeug)に供給され、その際、該出発材料は連続的な流入におい
て形作られ、その樹脂成分が硬化される。該成形用金型から、製造される成形体がエンド
レス異形材の形で流出し、次いで該異形材は所望の長さの断片に区分される。その際、出
発材料に対する前方への引抜力は、引抜ツールによってエンドレス異形材の領域中で適用
される。引抜成形の一変法は、出発材料としてプリプレグと呼ばれる半製品から出発され
、該半製品は、強化繊維および樹脂を有し、該樹脂は、該プリプレグの成形用金型内への
取入前に進行の過程で加熱装置によって少なくとも予備加熱される。該樹脂を硬化するた
めのさらなる加熱を、該成形用金型内で行うことが出来る。現在、用いられている引抜成
形の場合、出発材料は、赤外線放射、裸火、熱風またはホット不活性ガスによって成形用
金型の上流で加熱される。金型内での加熱は、その部分が、ヒータカートリッジ、水また
は誘導コイルによって加熱される該金型を介して行われる。
【０００４】
　ＪＰ６３０３５３３４Ａは、外側の電磁コイルによって、形状付与する該成形用金型の
内部コアを誘導加熱することによる、引抜成形機の成形用金型の前方領域中での出発材料
の加熱を開示する。付加的に、該金型の後方部分の加熱が電気加熱器によって行われる。
そのため、最終的に出発材料は、成形用金型との接触によって内側および外側から加熱さ
れる。
【０００５】
　ストリップ状の、強化繊維および熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂を有する出発材料を
連続的に前方に押し出すかまたは前方に引き抜く、繊維複合材料からの成形体の製造法に
は、テープ敷設法(Tapelegen)およびテープ巻き取り法(Tapewickeln)も含まれる。この場
合、これまで基本的に、出発材料を加熱するために、（成形用金型の上流で引抜成形に際
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しての加熱について上記したように）同じ技術が用いられる。付加的に、出発材料は、こ
の製造法の場合、それを敷設もしくは巻き取る成形体の部分上で"アイロン仕上げ"されて
いてよく、その際、該出発材料は、高温成形用金型で加圧または押圧される。
【０００６】
　ストリップ状の出発材料に基づく繊維複合材料からの成形体の製造に際して出発材料を
加熱する上述の全ての方法は、該出発材料を、高められた温度へと素早く加熱することが
出来ないにも関わらず、制御することが出来ないという欠点と結び付いており、例えば、
該方法は、ＰＥＥＫのような高価な熱可塑性樹脂を、これらから経済性に優れた高い速度
で成形体を形成するために必要とする。これらの全ての技術は、高い加熱速度で加熱する
ために非常に高い接触温度を必要とし、それは出発材料の損傷の危険と直に結び付いてい
る。
【０００７】
　独立請求項１の上位概念の特徴を有する製造法は、ＤＥ２６０３５４０Ａ１から公知で
ある。この場合、６０Ｈｚ～５ＭＨｚの、殊に１ＫＨｚ～２ＭＨｚの範囲内の交流磁場が
、導電性強化繊維がその中に存在する出発材料中に導入される。該交流磁場は、導電性強
化繊維中で渦電流を引き起こし、該渦電流は、該強化繊維の電気抵抗に基づき、該強化繊
維の誘導加熱ひいては該強化繊維を有する出発材料の誘導加熱をもたらす。しかしながら
、公知の製造法は、該交流磁場の非常に高い周波数を、複数の互いに電気的接触する強化
繊維を超えて渦電流が引き起こされ得ない限りにおいて、これを効果的に僅かな直径の導
電性強化繊維に導入するために必要とすることが明らかになっている。複数の強化繊維を
飛び超えるこの種の渦電流は、しかしながら一方向に配置された強化繊維（例えば、引抜
成形法の場合に頻繁に用いられる）の場合、ほとんど現実的ではない。しかし、交流磁場
の高い周波数により、出発材料中への該交流磁場の侵入深さが僅かになるので、これを大
量に加熱することが困難となる。極めて基本的に、ＤＥ２６０３５４０から公知の製造法
は、強化繊維の選択に際して、その電気伝導特性を考慮する必要があり、このことは、そ
れとは別に所望された、製造される成形体の特性を達成するために強化繊維を選択する際
に自由度を強く制限する。
【０００８】
　ＤＥ３８８０７１６Ｔ２から、伝導性繊維、例えば炭素繊維によって強化されている熱
可塑性層を、該繊維中で電流を誘導するために交流磁場を該繊維中にカップリングするこ
とによって結合することが公知である。該電流は伝導性繊維の抵抗によって熱に変換され
、該熱は熱可塑性層の樹脂成分に伝達される。該電流の誘導は、１ＭＨｚ以上の交流磁場
の比較的大きい周波数の場合に初めて起こり、かつ該誘導には、該繊維にわたって渦電流
が流れ得るように、一方向に延びる複数の層の伝導性繊維が種々の方向に延びていること
が要求される。通例、しかし、冒頭に記載された種類の方法の出発材料の場合、該強化繊
維は、ただ一層で一方向配向により該出発材料の流れ方向においてしか存在しない。その
うえ、該強化繊維を介した樹脂の加熱も同様に、該樹脂に供給されるべき全体の熱が、外
側から、すなわちこの場合、伝導性繊維から該樹脂に伝達されなければならないという欠
点と結び付いている。これは、制御された、かつ損傷を与えない条件下で可能である可能
な加熱速度を限定する。
【０００９】
　特許請求項１６の上位概念の特徴を有する半製品は、ＤＥ６９２２５４８０Ｔ２から公
知である。この場合、該半製品は導電性強化繊維を有し、しかし、該導電性強化繊維は、
まさに導入される交流磁場にカップリングされることにはなっていない。むしろ、このた
めに該半製品の樹脂は、交流磁場の導入に際して選択加熱材料として用いられるべき磁性
粒子と混合されている。該磁性粒子は磁性酸化物から成っていてよい。磁性粒子は、該磁
性粒子のキュリー温度が、該樹脂の溶融温度または硬化温度に達するまで達しないように
形成される。なぜなら、キュリー温度以上では、カップリングされた交流磁場に基づき、
本質的な加熱がもはや行われないことが仮定されるからである。公知の半製品の樹脂は、
ポリエーテルケトンケトン（ＰＥＥＫ）またはポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）
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、すなわち公知の高温熱可塑性樹脂であってよい。ストリップ状の、強化繊維および樹脂
を有する出発材料を連続的に前方に押し出すかまたは前方に引き抜く製造法、または相応
するストリップ状の出発材料は、この場合、言及されないか、または上記以外の方法が考
慮される。
【００１０】
　基本的にＷＯ０２／１２４０９からは、接着剤組成物を、強磁性、フェリ磁性、超常磁
性または圧電性の特性を有するナノスケール粒子と混合し、そうして、該接着剤組成物が
交流磁場のカップリングに際して、熱可塑性接着剤の場合、熱可塑性バインダの軟化点に
達するかもしくは超過するように、かつ反応性接着剤の場合、該バインダの反応性基によ
るバインダマトリックスの架橋が行われる温度に達するように加熱されることが公知であ
る。超常磁性粒子は、いわゆる"単磁区粒子"である。常磁性粒子と比較して、これはヒス
テリシスを示さないことを特徴とする。これは、カップリングされる交流磁場のエネルギ
ー散逸が磁気ヒステリシス損失によって引き起こされるのではなくて、発熱が、交流磁場
の作用中に誘起される、周囲マトリックス中の粒子の振動または回転運動ひいては最終的
に機械的摩擦損失に帰する結果となる。これは、該粒子および該粒子を取り囲むマトリッ
クスのとりわけ効果的な加熱速度をもたらす。ＷＯ０２／１２４０９は、繊維複合材料か
らの成形体の製造、殊に、ストリップ状の、強化繊維および樹脂を有する出発材料を連続
的に前方に押し出すかまたは前方に引き抜く製造法に関するものではない。
【００１１】
　本発明の課題
　本発明の基礎を成している課題は、高い温度に加熱されなければならない樹脂を使用す
る場合にも、出発材料の強化繊維の熱損傷の危険が存在することなく、高い製造速度を可
能にする、特許請求項１の上位概念の工程を有する繊維複合材料からの成形体の製造法お
よび特許請求項１６の上位概念の特徴を有する半製品を示すことである。
【００１２】
　解決策
　該課題は、本発明により、特許請求項１の特徴を有する製造法および特許請求項１６の
特徴を有する半製品によって解決される。従属請求項２～１５は、新規の該製造法の有利
な実施態様に関し、他方で、従属請求項１７～２２は、新規の該半製品の有利な実施態様
に関する。
【００１３】
　本発明の詳細な説明
　新規の製造法の場合、素早く通過する出発材料が、樹脂中への交流磁場のカップリング
によって加熱される。これによって、該樹脂を非常に素早く、しかし、同時に制御して、
かつ均一に加熱することが可能であるので、これは高い送り速度でも理想的な状態で成形
体に形作られる。この結果、成形体中の樹脂が硬化されている場合、該成形体の高い品質
が得られる。殊にこれは、高融点熱可塑性樹脂、例えば、ポリエーテルエーテルケトン（
ＰＥＥＫ）またはポリフェニレンスルフィド（ＰＰＳ）のような、２５０℃より高い温度
で初めて溶融する樹脂の使用下での、繊維複合材料からの成形体の製造に関して適用され
る。新規の製造法の場合、交流磁場が樹脂中に選択的にカップリングされることにより、
強化繊維は熱負荷されないか、または僅かにしか熱負荷されない。高い速度で熱可塑性樹
脂が処理される場合、該強化繊維は、そのうえさらに目的に合わせて熱緩衝材として利用
され得、その際、該強化繊維は、出発材料が所望の成形体に形作られた後に、既にその熱
容量により、樹脂の硬化のために該樹脂から取り除かれなければならない該樹脂からの熱
の一部を吸収する。次いで樹脂のみが、該樹脂と、出発材料のその他の層またはストリッ
プと持続的に成形体中で結合するために最大温度に達する。
【００１４】
　交流磁場への出発材料の樹脂の選択的なカップリングを達成するために、該樹脂は、そ
の内部磁場の配向に対して外部交流磁場にカップリングする超常磁性粒子と、磁気誘導に
よる古典的な加熱の場合に見られるような、該粒子の直径と交流磁場の周波数との間の強
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い相関関係が存在することなく混合されている。それゆえ該粒子は、交流磁場の周波数を
特に高めなくても非常に小さくてよく、その際、該粒子は、好ましくは５００ｎｍ未満の
粒度を有する。これによって該粒子は、樹脂中でのそれらの質量割合と比較して、該樹脂
へ熱伝達するための非常に大きい表面を有する。
【００１５】
　とりわけ有利には、超常磁性粒子は、２～１００ｎｍの直径、すなわち、概して５０ｎ
ｍ未満の一次粒度を有する磁性金属酸化物磁区からの一次粒子、一般に超常磁性の特性を
有する非常に小さい磁性粒子を有する。それらは樹脂中への特に高い熱伝達の可能性を提
供し、かつ高融点熱可塑性樹脂も溶融するために完全に十分である３５０～５５０℃の比
較的高い温度の領域中にまでも及ぶ。
【００１６】
　該一次粒子は、超常磁性粒子中で、非磁性の金属酸化物マトリックスまたは半金属酸化
物マトリックス中に埋め込まれていてよく、該マトリックスによって、それらは溶剤、湿
分および樹脂の反応成分に対しても不活性であるように、例えばＳｉＯ2からの保護層ま
たはその他の不活性化合物で覆われている。さらにまた、この種の、およびその他の保護
層は、該粒子をより簡単に均一に樹脂中に分散させることが出来るように、かつ、例えば
粒子からのアグリゲートの形成も防止するために、該粒子と該樹脂との相容性を改善する
ために準備されていてよい。
【００１７】
　この種の高度に相容性の超常磁性粒子の場合、該樹脂に、５０質量％までの比較的高い
割合の磁性粒子も添加してよい。しかし、それらが樹脂の必要な加熱に要求される量の粒
子のみが添加されなければならない。個々の場合において、このために超常磁性粒子が０
．１質量％またはそれより少しだけ多くても十分であり得る。
【００１８】
　新規の製造法の場合、強化繊維が、特許請求項１の上位概念に従う通常の製造法の場合
にも同様に当てはまるように、出発材料の流れ方向に一方向で延びる場合、それは全く重
要ではない。逆にこれは、それどころか、導電性材料、例えば炭素繊維からの強化繊維が
使用される場合、強化繊維中への交流磁場の関連したカップリングが行われず、それによ
り誘導渦電流による強化繊維の関連した加熱も行われないことを保証する。
【００１９】
　該交流磁場は、新規の製造法の場合、１０ｋＨｚ～６０ＭＨｚの周波数で、概して１０
０ｋＨｚ～１０ＭＨｚの周波数で、および好ましくは１００ｋＨｚ～１ＭＨｚの周波数で
樹脂中にカップリングされ得る。該周波数は、樹脂の均一な加熱に関して最小コストで最
大効果を得るように最適化されているものと理解される。
【００２０】
　好ましくは、新規の製造法の場合、成形体に形作られた出発材料は冷却される。殊にこ
れは、新規の製造法の場合に完全に有利である、熱可塑性樹脂を有する出発材料が使用さ
れる場合に当てはまる。該成形体中の出発材料の冷却によって、前もって出発材料を成形
体に形作るために必要とされた樹脂の塑性が、出発材料を成形体に形作ることにより製造
される複合体を定着させるために再び除去される。
【００２１】
　既に言及したように、熱可塑性樹脂は高温熱可塑性物質であってよく、かつ殊にポリエ
ーテルケトンまたはポリフェニレンスルフィドから成っていてよい。
【００２２】
　本発明の実施のために適している、さらに別の熱可塑性樹脂ならびに超常磁性粒子は、
ＷＯ２００７／０４２３６８Ａ２の中で開示されており、該文献は全面的に引用される。
【００２３】
　具体的な一実施態様において、新規の製造法の場合、出発材料は引抜成形プロセスにお
いて成形体に形作ることができる。その際、交流磁場は、成形用金型の上流で直接に出発
材料中にカップリングされ得るので、該出発材料は、それが成形用金型に入る前に加熱さ
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れる。
【００２４】
　新規の製造法のその他の具体的な一実施態様において、出発材料はテープ敷設法におい
て、既に存在する成形体の部分に対して形作られる。その際、交流磁場は、ガイドローラ
と、出発材料のための冷却された加圧ツールとの間の領域内で出発材料中にカップリング
してよい。この新規のテープ敷設プロセスの場合、つまり、出発材料は該加圧ツールで既
に再び冷却されるので、既に存在する成形体の部分は全体的に比較的低い温度で存在する
。この結果、既に存在する成形体の部分は形状安定性である。
【００２５】
　新規の製造法のその他の具体的な一実施態様の場合、出発材料は巻き取りプロセスにお
いて、既に存在する成形体の部分上に巻き取られる。その際、理論的には、ロービングガ
イドが、既に存在する成形体の部分の周りを移動する。概して、しかし既に存在する成形
体の部分は回転される。その際、交流磁場は、ロービングガイドと、この場合も同様に出
発材料のための冷却された加圧ツールとの間の領域内で出発材料中にカップリングされ得
る。
【００２６】
　新規の製造法が実施可能である、繊維複合材料からの成形体の製造装置は、交流磁場を
、通過する出発材料の樹脂中にカップリングするための加熱装置を有する。
【００２７】
　好ましくは、交流磁場を生成するために交流発電機が準備されており、該交流発電機は
、加熱装置の誘導コイルによって１００ｋＨｚ～１ＭＨｚの周波数を有する交流を生成す
る。
【００２８】
　該製造装置は、加熱装置の他に、好ましくは、成形体に形作られる出発材料を冷却する
ための冷却装置を有する。
【００２９】
　具体的には、該製造装置は引抜成形機であってよい。その際、加熱装置は、出発材料の
ための成形用金型の上流に準備されていてよい。
【００３０】
　該製造装置はテープ敷設装置であってもよく、その際、加熱装置は、ガイドローラと、
出発材料のための冷却された加圧ツールとの間の領域内に準備されていてよい。
【００３１】
　さらに別の具体的な一実施態様において、該製造装置はテープ巻き取り装置である。こ
の場合、加熱装置は、ロービングガイドと、出発材料のための冷却された加圧ツールとの
間の領域内に準備されていてよい。
【００３２】
　新規の製造法の全ての実施態様において、出発材料を、まず乾燥強化繊維と、そのつど
の樹脂とから形成するために、付加的な工程が準備されていてよく、該樹脂中に該強化繊
維は、例えば液体樹脂で充填されている槽を通して供給される。反対に、出発材料は、既
に樹脂で含浸されている、いわゆるプリプレグであってもよい。
【００３３】
　本発明による製造法の場合の出発材料として使用するために予定されるか、または中間
生成物として本発明による方法に際して得られる本発明による半製品は、該製品が、主た
る伸長方向で延長するストリップであり、かつ磁性粒子は、熱可塑性樹脂に添加されてい
る超常磁性粒子である。本発明による半製品のこれらの特徴およびさらに別の有利な特徴
は、本発明による方法と関連して上記で詳細に説明されている。
【００３４】
　本発明の好ましいさらなる態様は、特許請求の範囲、発明の詳細な説明および図面から
明らかとなる。発明の詳細な説明の導入部で挙げられた特徴の利点および複数の特徴を組
み合わせた利点は、単に例示的なものに過ぎず、かつ該利点は本発明による実施態様を得
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るのに必然的なものではなく、代替的または蓄積的にもたらされ得る。さらなる特徴は図
面の中から－殊に図示された幾何学的形状および複数のコンポーネント相互の相対寸法な
らびに該コンポーネントの相対的な配置および連動から－読み取られる。本発明の種々の
実施態様の特徴または種々の特許請求の範囲の特徴を組み合わせたものも同様に、該特許
請求の範囲の選択された基準とは別様にも可能であり、かつ、これにより提案される。こ
れは別個の図面で示されている特徴またはその詳細な説明の中で挙げられる特徴にも関す
る。これらの特徴は、種々の特許請求の範囲の特徴とも組み合わせられ得る。同様に、本
発明のさらなる実施態様に関して、特許請求の範囲の中で列挙された特徴が省略されてい
てもよい。
【００３５】
　以下で本発明を、具体的な実施例を手掛かりにして、添付図面を引き合いに出しながら
、詳細に説明および記載する。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】図１ 処理される出発材料の流れ方向に沿った概略的な縦断面図におけるテープ
敷設装置の第一の実施態様の基本構造を示す図
【図２】概略的な縦断面図におけるテープ敷設装置の第二の実施態様を示す図
【図３】概略的な縦断面図におけるテープ敷設装置の第三の実施態様を示す図
【図４】概略的な縦断面図におけるテープ敷設装置の第四の実施態様を示す図
【図５】処理される出発材料の流れ方向に沿った概略的な縦断面図におけるテープ巻き取
り装置の第一の実施態様を示す図
【図６】概略的な縦断面図におけるテープ巻き取り装置の第二の実施態様を示す図
【図７】概略的な縦断面図におけるテープ巻き取り装置の第三の実施態様を示す図
【図８】処理される出発材料の流れ方向に沿った概略的な縦断面図における引抜成形機の
第一の実施態様を示す図
【図９】概略的な縦断面図における引抜成形機の第二の実施態様を示す図
【図１０】概略的な縦断面図における引抜成形機の第三の実施態様を示す図
【図１１】磁場をＵＤ－カーボンプリプレグの樹脂中にカップリングする加熱装置の電力
の機能として磁性ナノ粒子が部分的に富化された熱可塑性ＵＤ－カーボンプリプレグに関
する加熱曲線のプロットを示す図
【００３７】
　図面の詳細な説明
　図１の中で概略的に示されるテープ敷設装置は、ストリップ状の出発材料１からの成形
体を製造するために用いられる。出発材料１は、テープ敷設装置中で該出発材料の流れ方
向１０に一方向で延びる強化繊維および熱可塑性樹脂を有する。図１に記載のテープ敷設
装置により、出発材料１は層状に成形用金型７に施与される。その際、出発材料１の第一
の層のみが成形用金型７に直接に接する。出発材料１のさらに別の層は、成形用金型７の
上に既に存在する、所望の成形体の部分６に施与される。その際、新しく施与された出発
材料１と部分６との間の持続的な結合を形成するために、出発材料１は、まず予備加熱装
置２の中で加熱される（この場合、該装置２は電気加熱器を有するものと示唆される）。
しかしながら、所望の成形体の仕上がった部分６との持続的な結合部を製造するために必
要とされる接合温度への出発材料１の加熱は、ローラガイド３に引き続き加熱装置５（こ
の場合、出発材料１のためのレイアップロール(Ablegewalze)４と組み合わせられている
）で初めて引き起こされる。具体的に、加熱装置５は、レイアップロール４の内部に配置
された誘導コイル１６を有する。ここでは図示されていない交流発電機は、交流を誘導コ
イル１６によって生成する。結果生じる交流磁場が、出発材料１の樹脂中にカップリング
される。このカップリングと、これから結果生じる樹脂の加熱を促進するために、出発材
料１の樹脂は超常磁性粒子と混合される。これにより、出発材料１の樹脂を、レイアップ
ロール４によるレイアップ中に非常に素早く、既に存在する所望の成形体の部分６との結
合のために十分高い温度に加熱することが可能となる。これ自体は、出発材料１の樹脂が
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、２５０℃以上の高い温度で初めて溶融する熱可塑性樹脂である場合に適用される。誘導
コイル１６の交流磁場の領域に続いて、レイアップされた出発材料１は冷却装置８により
さらに加圧され、その際、既に再びその溶融温度を下回る温度まで冷却され、そうして、
より深くに位置する出発材料の層とのその結合が定着する。
【００３８】
　図２に記載のテープ敷設装置の実施態様と、図１に記載の装置とは、この場合、予備加
熱装置２も、出発材料１の樹脂中にその加熱のためカップリングするために交流磁場を生
成する誘導コイル１６に基づき据え付けられていることによって区別される。
【００３９】
　図３に記載のテープ敷設装置の実施態様の場合、加熱装置５には、レイアップロール４
の外側で、出発材料１の流入の過程において交流磁場を出発材料１の樹脂中に、レイアッ
プロール４と所望の成形体の既に存在する部分６との間のギャップ中にカップリングする
さらに別の誘導コイル１６が備え付けられている。そのために、レイアップロール４の内
側の誘導コイル１６は、図１および図２の中の誘導コイルと比べて、いくぶん進入方向１
０において回転されるので、図３に記載の出発材料１は、既に存在する成形体の部分６と
の結合領域中にまで延びる、より長い領域にわたって加熱される。
【００４０】
　図４の中で描写されるテープ敷設装置の場合、再び予備加熱装置２には、電気加熱器が
準備されている。この場合、加熱装置５は、レイアップロール４の中の誘導コイル１６以
外に成形用金型の裏側でさらに別の誘導コイル１６を有する。図２および図３に記載の予
備加熱装置２の場合にも示されているような、誘導コイル１６の対となった配置が、特定
の領域での交流磁場の集束を可能にする。その際、図４に記載の配置は、出発材料１が既
にレイアップされた層の樹脂も加熱し、このことは新たにレイアップされた出発材料１の
密接な結合のために有利であり得る。
【００４１】
　図５は、本発明のさらなる基本的な実施態様としてのテープ巻き取り装置２２の構成を
示す。テープ巻き取り装置により、再び強化繊維および熱可塑性樹脂とから成るストリッ
プ状の出発材料１が、ここでは図示されていない回転駆動装置によって軸２０の周りを回
転する成形用金型に巻き取られる。ストリップ状の出発材料１は、多層状で成形用金型４
に巻き取られ、そうして繊維複合材料からの管状の形をした成形体が形成される。出発材
料は、プリプレグとして供給ロール９から引き抜かれる。その引張力は、スプリングロー
ド式ダンサーロールによって調整される。引き続き、出発材料は、図５に記載されている
通り、電気加熱器が備え付けられている予備加熱装置２を通過する。次いで出発材料は、
いわゆるロービングガイド１４を貫通する。それに続いて出発材料１は、ここでは出発材
料１の樹脂中への電磁交流磁場のカップリングのために誘導コイル１６を有する加熱装置
５の作用領域中に到達する。金型７もしくはそこで既に存在する所望の成形体の部分上に
巻き取られた出発材料は、塑性状態で巻き取られた出発材料と成形体の部分６の残部との
結合を定着させる冷却装置８により冷却される。
【００４２】
　図６の中で描写されるテープ巻き取り装置２２の実施態様は、図５に記載の実施態様と
比べて、予備加熱装置２の形成の点で変更されている。図６によれば、予備加熱装置２は
、出発材料１の樹脂中にカップリングされるべき交流磁場を生成するための２つの誘導コ
イル１６を有する。すなわち、出発材料１の全体的な加熱は、図６によれば、樹脂中への
交流磁場のカップリングによって行われる。図７の中で示されるテープ巻き取り装置２２
の実施態様においては、予備加熱装置２は再び電気加熱器を有する。この場合、予備加熱
装置５には、金型７へ出発材料１が流入する領域中で、出発材料１全体に２つの互いに対
置する誘導コイル１６が備え付けられており、該誘導コイル１６は金型７の内部に配置さ
れている。これは基本的に図４に記載のテープ敷設装置の実施態様に相当する。
【００４３】
　図８は、ストリップ状の出発材料１をエンドレス異形材２４に形作り、かつ硬化させる
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成形引抜機２３の第一の実施態様の基本構造を示す。エンドレス異形材２４は、切断ツー
ル１８により異形材断片２５に分けられる。出発材料１は、ここでも再び強化繊維および
熱可塑性樹脂とから成る。出発材料は原料リザーバ１１から引き抜かれ、その際、出発材
料１の種々の層が空間的に組み合わせられ得る。次いで出発材料１はマテリアルガイド１
２に流入し、その内部で該出発材料は予備加熱装置２を通過する。予備加熱装置２には、
この場合、電気加熱器が備え付けられている。その後、出発材料１は成形用金型１５に入
る。成形用金型１５の前方部分には、この場合、加熱装置５に誘導コイル１６が準備され
ている。成形用金型１５の後方部分には、冷却装置８が準備されている。成形用金型１５
から、既にエンドレス異形材２４が流出し、該異形材２４に対して引取ツール１７が作動
される。引取ツール１７により、流れ方向１０における全体的な前方への引き抜き作用が
出発材料１に及ぼされる。
【００４４】
　図９に記載の成形引抜機２３の実施態様と、図８に記載のものとの相違点は、この場合
、成形用金型１５とは別個の、マテリアルガイド１２もしくはその中を進む出発材料１全
体で互いに対置する２つの誘導コイル１６を有する加熱装置５によって示される。
【００４５】
　図１０に記載の成形引抜機２３の場合、付加的に予備加熱装置２も誘導コイル１６をベ
ースにして組み立てられている。
【００４６】
　図１１は、樹脂に超常磁性粒子を加えなかった場合の熱可塑性ＵＤ－カーボンプリプレ
グに関する加熱曲線２５を用いて、交流磁場のカップリングによって、交流磁場の生成の
ために５ｋＷの出力が使用可能である場合にですら顕著な加熱が得られないことを示して
いる。それに対して、樹脂に超常磁性粒子が添加されている出発材料１に該当する加熱曲
線２６および２７は、基本的に導電性ではあるが、一方向に延び、ひいては交流磁場への
カップリングには適していない炭素繊維に関わらず、交流磁場の効果的なカップリングが
行われていることを証明している。このカップリングは、樹脂に添加された磁性粒子によ
り、本来は樹脂を介して、ひいてはまさに該樹脂を溶融するのに必要とされる場所で行わ
れる。加熱曲線２７は、加熱曲線２５と同じ電磁交流磁場の出力に基づいている。その傾
斜、すなわち加熱速度は１９ケルビン／秒である。２．５ｋＷの半分の出力に関してプロ
ットされた加熱曲線２６は既に９ケルビン／秒の加熱速度に相当する。そのため出発材料
１の樹脂は、殊に予備加熱された場合、繊維複合材料としての成形体の製造のために出発
材料の続く処理に必要とされるように、カップリングされた交流磁場によって非常に素早
く溶融され得る。
【００４７】
　本発明の実施のために適した樹脂
　例えば、適した樹脂はポリオレフィン、例えばポリエチレンまたはポリプロピレン、ポ
リアミド、ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ）、ポリアミド／ＰＰＥ－ブレンド、ポリカ
ーボネート、ポリエステル、例えばポリアクリレート、ポリエチレンテレフタレートまた
はポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）またはポリカーボネート／ＰＢＴ－ブレンドで
ある。
【００４８】
　ポリアミドとして、まず第一に脂肪族または部分芳香族の単独縮合物および共重縮合物
、例えばＰＡ４６、ＰＡ６６、ＰＡ６８、ＰＡ６１０、ＰＡ６１２、ＰＡ６１４、ＰＡ４
１０、ＰＡ８１０、ＰＡ１０１０、ＰＡ４１２、ＰＡ１０１２、ＰＡ１２１２、ＰＡ６／
６Ｔ、ＰＡ６６／６Ｔ、ＰＡ６、ＰＡ７、ＰＡ８、ＰＡ９、ＰＡ１０、ＰＡ１１およびＰ
Ａ１２が考慮に入れられる（ポリアミドの符号は国際的規準に相応し、その際、最初の数
字は、出発ジアミンのＣ原子数を表し、かつ最後の数字はジカルボン酸のＣ原子数を表す
）。１個の数字のみが挙げられる場合、これは、α，ω－アミノカルボン酸から、もしく
はそれから誘導されたラクタムから出発していることを意味し；それ以外の点はH. Domin
inghaus, Die Kunststoffe und ihre Eigenschaften, 第272頁以下, VDI-Verlag, 1976を
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参照のこと。とりわけ有利なのは、式
【化１】

［式中、－Ａ－は、－Ｏ－、－Ｓ－および
【化２】

から選択されている］
の繰り返し単位を含有する芳香族ポリマーである。付加的に、場合により式
【化３】

［式中、－Ｂ－＝－ＣＯ－または－ＳＯ2－］の繰り返し単位が含まれていてよい。
【００４９】
　このための例は、ポリアリーレンエーテルケトン（ＰＡＥＫ）、ポリスルホン、ポリフ
ェニレンスルフィド、ポリイミドであり、例えばポリエーテルイミド、ならびにその混合
物またはその他のポリマーとの混合物である。
【００５０】
　ポリアリーレンエーテルケトンは、慣例の製造方法において重縮合によって製造される
。このいわゆる求核経路の場合、適した有機ジオール化合物が、適した有機ジハロゲン化
合物と反応させられる。通常、該反応は、溶剤、例えばジフェニルスルホン中で、固体成
分として反応混合物中に存在する、いわゆる補助塩基の使用下で実施される；通常、この
場合、炭酸ナトリウムと炭酸カリウムとからの混合物が、ほぼ化学量論的量で使用される
。この製造法は多数の特許出願において記載されており、例えばＥＰ－Ａ－０００１８７
９、ＥＰ－Ａ－０１８２６４８およびＥＰ－Ａ－０２４４１６７の中に記載されている。
通常、ＰＡＥＫの製造のために芳香族ジフルオロ化合物およびビスフェノールが使用され
る；そのため、求核経路に従ったポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）の製造に際し
て、ジオール成分としてヒドロキノンが、ジハロゲン成分として４，４'－ジフルオロベ
ンゾフェノンが使用される。
ＰＡＥＫは、式
（－Ａｒ－Ｘ－）および（－Ａｒ′－Ｙ－）、
［式中、ＡｒおよびＡｒ′は、二価の芳香族基、好ましくは１，４－フェニレン、４，４
′－ビフェニレンならびに１，４－、１，５－または２，６－ナフチレンを表す］の単位
を含む。Ｘは電子吸引性基、有利にはカルボニルまたはスルホニルであり、他方でＹは、
Ｏ、Ｓ、ＣＨ2、イソプロピリデン等のようなその他の基を表す。この場合、基Ｘの少な
くとも５０％、有利には少なくとも７０％、およびとりわけ有利には少なくとも８０％が
カルボニル基を表すことが望ましく、他方で、基Ｙの少なくとも５０％、有利には少なく
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とも７０％、およびとりわけ有利には少なくとも８０％が酸素から成ることが望ましい。
【００５１】
　殊に有利な実施態様において、基Ｘの１００％がカルボニル基から成り、かつ基Ｙの１
００％が酸素から成る。この実施態様において、ＰＡＥＫは、例えばポリエーテルエーテ
ルケトン（ＰＥＥＫ；式Ｉ）、ポリエーテルケトン（ＰＥＫ；式ＩＩ）、ポリエーテルケ
トンケトン（ＰＥＫＫ；式ＩＩＩ）またはポリエーテルエーテルケトンケトン（ＰＥＥＫ
Ｋ；式ＩＶ）であってよく、しかしながら、当然、カルボニル基および酸素基のその他の
配置も可能である。
【００５２】
【化４】

【００５３】
　一般的に、ＰＡＥＫは部分結晶性であり、このことは、例えばＤＳＣ分析において、オ
ーダーに応じて大抵の場合３００℃かまたはそれを超える結晶融点Ｔmを検出することに
よって示される。しかしながら、本発明の教示は、非晶質ＰＡＥＫについても適用可能で
ある。一般的に、スルホニル基、ビフェニレン基、ナフチレン基または嵩高い基Ｙ、例え
ばイソプロピリデン基が結晶度を低下するものとされる。
【００５４】
　一般に、適したポリスルホンは、塩基、例えば炭酸ナトリウムの存在下における非プロ
トン性溶媒中でのビフェノール／ジハロゲンジアリールスルホン－混合物の重縮合によっ
て製造される。ビスフェノールとして、好ましくはビスフェノールＡ、４，４'－ジヒド
ロキシジフェニルスルホン、４，４'－ジヒドロキシジフェニルまたはヒドロキノンが使
用され、その際、異なるビスフェノールからの混合物も使用してよい。ジハロゲン化合物
は、大抵の場合４，４'－ジクロロジフェニルスルホンであり；しかし、その他の全ての
ジハロゲン化合物も使用してよく、その際、ハロゲンはパラ位のスルホン基によって活性
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化されている。ハロゲンとして、塩素以外にフッ素も適している。"ポリスルホン"との用
語は、通常、"ポリエーテルスルホン"または"ポリフェニレンスルホン"と呼ばれるポリマ
ーも包含する。適したタイプは商業的に入手可能である。
【００５５】
　ポリフェニレンスルフィドは、高沸点溶剤中で１，４－ジクロロベンゼンと硫化ナトリ
ウムとから製造される。多数の市販タイプが商業的に入手可能である。
【００５６】
　ポリアミドは公知の方法でテトラカルボン酸またはその無水物およびジアミンとから製
造される。テトラカルボン酸および／またはジアミンがエーテル基を含む場合、ポリーテ
ルイミドが生じる。とりわけ適したエーテル基含有テトラカルボン酸は、式Ｖの化合物で
ある；該化合物から、芳香族ジアミンと一緒に、商業的に入手可能である非晶質ポリエー
テルイミドが得られる。
【００５７】
【化５】

【００５８】
　本発明の実施のために適した超常磁性粒子
　適した超常磁性粒子は、例えばＥＰ－Ａ－１２８４４８５ならびにＤＥ１０３１７０６
７の中で記載され、該文献は全面的に引用される。
【００５９】
　本発明の場合、超常磁性粒子は樹脂中にナノスケール酸化物粒子の形で存在し、該粒子
は、好ましくは均一に分散しており、かつ殊にアグロメレートしていない。殊に、これら
の粒子は樹脂中で温度安定性であり、かつ高い温度でもアグロメレートを示さない。さら
に、該樹脂のレオロジーを全般的に、そのような粒子の含量とは無関係に制御することが
可能である。
【００６０】
　超常磁性粒子中には、複数の一次粒子がアグリゲートしていてよい。アグリゲート下に
あるか、またはアグリゲートとは、成長した一次粒子の三次元構造体と理解され得る。複
数のアグリゲートが結合してアグロメレートを生じ得る。これらのアグロメレートは、例
えば押出プロセスのような機械的作用によって簡単に再び分離され得る。これとは対照的
に、アグリゲートの一次粒子への分解は一般に可能ではない。
【００６１】
　超常磁性粒子のアグリゲート直径は、有利には１００ｎｍより大きく、かつ１μｍより
小さい。好ましくは、超常磁性粒子のアグリゲートは、少なくとも空間方向で２５０ｎｍ
より上回らない直径を有する。
【００６２】
　磁区とは、空間的に分け隔てられたマトリックス中での領域と理解されるべきである。
超常磁性粒子の磁区は、概して２～１００ｎｍの直径を有する。該磁区は非磁性領域も有
してよいが、しかし、それは超常磁性粒子の磁性特性に寄与しない。
【００６３】
　付加的に、超常磁性粒子中には強磁性磁区も存在してよく、該磁区はその大きさに基づ
き超常磁性を示さず、かつ残留磁気を誘導する。これは体積比飽和磁化の上昇につながる
。本発明によれば、超常磁性粒子は、該粒子が添加されている樹脂を、交流磁場によって
その硬化温度または溶融温度に高めることが出来るような数の超常磁性磁区を含んでいる
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ことが適用される。
【００６４】
　超常磁性粒子の磁区は、取り囲むマトリックスによって完全に包囲されていてよく、ま
たは部分的にだけ包囲されていてよい。部分的に包囲されているとは、個々の磁区がアグ
リゲートの表面から突出していることを意味する。いずれの場合も、該粒子の超常磁性磁
区はアグロメレートしていない。
【００６５】
　強磁性磁区は、１つ以上の金属酸化物を有してよい。有利には、強磁性磁区は、鉄、コ
バルト、ニッケル、クロム、ユーロピウム、イットリウム、サマリウムまたはガドリニウ
ムの酸化物を含んでいる。これらの磁区には、該金属酸化物が一様な変態で存在するか、
または種々の変態で存在してよい。とりわけ有利な強磁性磁区は、ガンマ－Ｆｅ2Ｏ3（γ
－Ｆｅ2Ｏ3）、Ｆｅ3Ｏ4、ガンマ－Ｆｅ2Ｏ3（γ－Ｆｅ2Ｏ3）および／またはＦｅ3Ｏ4か
らの混合物の形の酸化鉄である。
【００６６】
　さらに強磁性磁区は、金属成分の鉄、コバルト、ニッケル、スズ、亜鉛、カドミウム、
マグネシウム、マンガン、銅、バリウム、マグネシウム、リチウムまたはイットリウムを
有する、少なくとも２つの金属の混合酸化物として存在していてよい。
【００６７】
　さらに強磁性磁区は、一般式ＭIIＦｅ2Ｏ4を有する物質であってよく、その際、ＭIIは
、少なくとも２つの互いに異なる二価金属を包含する金属成分である。有利には、二価金
属の１つは、マンガン、亜鉛、マグネシウム、コバルト、銅、カドミウムまたはニッケル
であってよい。
【００６８】
　さらに強磁性磁区は、一般式（Ｍa

1-x-y Ｍ
b
xＦｅy）

IIＦｅ2
IIIＯ4の三元系から構成

されていてよく、その際、ＭaもしくはＭbは、金属のマンガン、コバルト、ニッケル、亜
鉛、銅、マグネシウム、バリウム、イットリウム、スズ、リチウム、カドミウム、マグネ
シウム、カルシウム、ストロンチウム、チタン、クロム、バナジウム、ニオブ、モリブデ
ンであってよく、ｘ＝０．０５～０．９５、ｙ＝０～０．９５およびｘ＋ｙ≦１である。
【００６９】
　とりわけ有利には、ＺｎＦｅ2Ｏ4、ＭｎＦｅ2Ｏ4、Ｍｎ0.6Ｆｅ0.4Ｆｅ2Ｏ4、Ｍｎ0.5

Ｚｎ0.5Ｆｅ2Ｏ4、Ｚｎ0.1Ｆｅ1.9Ｏ4、Ｚｎ0.2Ｆｅ1.8Ｏ4、Ｚｎ0.3Ｆｅ1.7Ｏ4、Ｚｎ.0
.4Ｆｅ1.6Ｏ4またはＭｎ0.39Ｚｎ0.27Ｆｅ2.34Ｏ4、ＭｇＦｅ2Ｏ3、Ｍｇ1.2Ｍｎ0.2Ｆｅ1

.6Ｏ4、Ｍｇ1.4Ｍｎ0.4Ｆｅ1.2Ｏ4、Ｍｇ1.6Ｍｎ0.6Ｆｅ0.8Ｏ4、Ｍｇ1.8Ｍｎ0.8Ｆｅ0.4

Ｏ4であってよい。
【００７０】
　非磁性マトリックスの金属酸化物の選択は、これ以上は制限されていない。有利には、
これらの酸化物は、チタン、ジルコン、亜鉛、アルミニウム、ケイ素、セリウムまたはス
ズからのものであってよい。
【００７１】
　本発明の意味において、半金属酸化物、例えば二酸化ケイ素も金属酸化物に含まれる。
【００７２】
　さらに、マトリックスおよび／または磁区は、非晶質および／または結晶質で存在して
いてよい。
【符号の説明】
【００７３】
　１ 出発材料
　２ 予備加熱装置
　３ ローラガイド
　４ レイアップロール
　５ 加熱装置
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　６ 製造されるべき成形体の部分
　７ 金型
　８ 冷却装置
　９ 供給ロール
　１０ 流れ方向
　１１ 原料リザーバ
　１２ マテリアルガイド
　１３ ダンサーロール
　１４ ロービングガイド
　１５ 成形用金型
　１６ 誘導コイル
　１７ 引抜ツール
　１８ 切断ツール
　１９ 異形材断片
　２０ 軸
　２１ テープ敷設装置
　２２ テープ巻き取り装置
　２３ 成形引抜機
　２４ エンドレス異形材
　２５ 加熱曲線
　２６ 加熱曲線
　２７ 加熱曲線

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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